
青森県建設リサイクル推進行動計画の一部改正について 

・令和２年度～令和６年度の 5 ヶ年を計画期間とし、次期改定については、建設副産物

実態調査及び建設リサイクル推進計画２０２０（令和２年９月：国土交通省）の中間レビ

ューを踏まえて、リサイクル実績の変更等を行う。 

・建設リサイクル推進計画２０２０で設定している東北地方の達成基準値との整合

を図り、達成基準値を設定。

・建設副産物実態調査は５年周期を基本とし、これまでＨ７、Ｈ12、Ｈ14、Ｈ17、

Ｈ20、H24、H27、R01（H31）に実施。

・今後、簡易型建設副産物実態調査により、県発注工事のリサイクル実績をフォローア

ップ。

H28 H29 H30 
R1 

（H31） 
R2 R3 R4 R5 

R6 

以降 

国土交通省 

（本省） 

国土交通省 

（東北地整） 

 

 

 

 

青森県 

計画期間の設定 

達成基準値の設定 

建設副産物実態調査の実施 

東北地方における建設 

リサイクル推進計画

（H28～H30） 

建設リサイクル推進計画２０２０（R02～） 

※最大 10 年間を見通した計画

R7 に中間レビューを実施

建設リサイクル推進行動計画 

（H2９～H30） 

建 設 リ サ イ ク ル 推 進 行 動 計 画

（R2～R6） 

第 3 次循環型社会形成推進計画 

（H28～R2） 

建 設 リ サ イ ク ル 推 進 計 画

２０１４（H26～H30） 

第４次循環型社会形成推進計画 

（R３～R７） 

これまで本省と地方整備局で分かれて

いた計画を統廃合したため、今後東北

地方における建設リサイクル推進計画

は策定されない。 
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章 章タイトル 

 

現行条文 新条文 改定理由 

1 建設リサイクル推進行

動計画の趣旨 
こうしたなかで、建設産業は大量に資源を利用する一方で、産業廃棄物最

終処分量の約半分近くを占めており、このため総合的な県土マネジメント

を通じて建設リサイクルを先導的かつ強力に推進することが極めて重要な

課題となっている。 

こうしたなかで、建設産業は大量に資源を利用する一方で、建設業から排出さ

れる産業廃棄物は、最終処分量の約３分の２を占めており、このため総合的な

県土マネジメントを通じて建設リサイクルを先導的かつ強力に推進することが

極めて重要な課題となっている。 

環境政策課が令和元年度に実

施した産業廃棄物実態調査

（平成３０年度対象）では、

建設業由来の産業廃棄物の最

終処分量は全体の 64.0％と

なっていることから現行条文

を修正した。 

1 建設リサイクル推進行

動計画の趣旨 
本県の建設副産物対策（建設廃棄物及び建設発生土）の現状は、アスファ

ルト・コンクリート塊及びコンクリート塊などについては、リサイクルが

向上し一定の効果が得られているが、建設発生土などは依然として低迷し

ている状況となっている。 

本県の建設副産物対策（建設廃棄物及び建設発生土）の現状は、アスファル

ト・コンクリート塊及びコンクリート塊などについては、リサイクル率が向上

し一定の効果が得られているが、建設発生土などは依然として低迷している状

況となっている。 

語句を一部修正した。 

1 建設リサイクル推進行

動計画の趣旨 
本計画は、青森県の建設副産物の搬出等の実態をふまえたうえで、建設リ

サイクルに関する西暦２０１９年（平成３１）年度の数値努力目標を設定

するとともに、取り組むべき施策を示している。 

本計画は、青森県の建設副産物の搬出等の実態をふまえたうえで、建設リサイ

クルに関する西暦２０２４年（令和６）年度の数値努力目標を設定するととも

に、取り組むべき施策を示している。 

本計画の目標年度を５ヶ年後

に設定した。 

1 建設リサイクル推進行

動計画の趣旨 
なお、全国の建設産業の建設リサイクル推進に向けた基本的考え方等をま

とめた「建設リサイクル推進計画２０１４」（平成２６年９月：国土交通

省）等をふまえて策定している。 

なお、全国の建設産業の建設リサイクル推進に向けた基本的考え方等をまとめ

た「建設リサイクル推進計画２０２０～質を重視するリサイクルへ～」（令和

２年９月：国土交通省）等をふまえて策定している。 

最新の計画（建設リサイクル

推進計画 2020～質を重視す

るリサイクルへ～）に準拠し

た。 

2 建設リサイクル推進行

動計画の目標 
本計画は、本県のリサイクルと省資源・省エネルギーを基調とした資源循

環型社会システムの形成のため、建設廃棄物の最終処分量を減量化し、他

現場における建設発生土を流用する等により、購入土の減量化を目指すも

のである。 

本計画は、本県におけるリサイクルと省資源・省エネルギーを基調とした資源

循環型社会システムの形成のため、建設廃棄物の最終処分量を減量化し、他現

場における建設発生土を流用する等により、購入土の減量化を目指すものであ

る。 

語句を一部修正した。 

2 建設リサイクル推進行

動計画の目標 
建設リサイクルに関する数値目標は、本県における平成２６年度の実績値

をふまえ、国土交通省で策定した「建設リサイクル推進計画２０１４」及

び「東北地方における建設リサイクル推進計画２０１６」の平成３０年度

のリサイクル率目標値を参考に設定している。 

建設リサイクルに関する数値目標は、本県における平成３０年度の実績値をふ

まえ、国土交通省で策定した「建設リサイクル推進計画２０２０～質を重視す

るリサイクルへ～」の令和６年度のリサイクル率達成基準値を参考に設定して

いる。 

最新の計画（建設リサイクル

推進計画 2020～質を重視す

るリサイクルへ～）に準拠し

た。 

2 建設リサイクル推進行

動計画の目標 
 これまでの計画において、建設廃棄物の再資源化率は大幅に向上しており、よ

り高い目標値の設定が困難になってきていることから、これまでの「目標値」

にかえて、「達成基準値」とする。 

最新の計画（建設リサイクル

推進計画 2020～質を重視す

るリサイクルへ～）に準拠

し、「目標値」を「達成基準

値」に変更した理由を追記し

た。 

2 建設リサイクル推進行

動計画の目標 
 

 

 

また、建設混合廃棄物については、適切に現場分別が進み、中間処理施設に持

ち込まれる建設混合廃棄物の量が減っていくほど、混合廃棄物の中に占める中

間処理施設での再資源化や縮減が難しい廃棄物の割合が増加し、最終処分場に

持って行かざるを得ない建設混合廃棄物の割合が増加するため、再資源化・縮

減率及び排出率の両方に達成基準を設定し、建設混合廃棄物のリサイクル状況

を把握することは適切ではない。このため、本計画においては、建設混合廃棄

物に係る達成基準値については、排出率のみとし、再資源化・縮減率について

は、参考値として注視する。 

 

 

 

 

最新の計画（建設リサイクル

推進計画 2020～質を重視す

るリサイクルへ～）に準拠

し、建設混合廃棄物の達成基

準値については、排出率のみ

とし、再資源化・縮減率につ

いては、参考値として注視す

ることとした理由を追記し

た。 
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章 章タイトル 

 

現行条文 新条文 改定理由 

2 建設リサイクル推進行

動計画の目標 
表２－１ 平成３１年度のリサイクル率目標値 

対 象 品 目 
実績値 

Ｈ２６年度 

目標値 

Ｈ３１年度 

建 設 廃 棄 物 

 

再資源化・ 

縮減率 
９６．４％ ９６％以上 

 アスファルト・ 

コンクリート塊 再資源化率 
９９．０％ ９９％以上 

コンクリート塊 ９９．３％ ９９％以上 

建設発生木材 

 

再資源化・ 

縮減率 
９２．９％ ９５％以上 

建設汚泥 

 

再資源化・ 

縮減率 
４３．４％ ９０％以上 

建設混合廃棄物 再資源化・ 

縮減率 

２８．０％ ６０％以上 

排出率 ０．６％ 
３．５％以

下 

建 設 発 生 土 有効利用率 ５９．９％ ８０％以上 

注：各品目の目標値の定義は、次のとおり。 

＜再資源化率＞ 

・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用され

た量の合計の割合 

＜再資源化・縮減率＞ 

・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間

利用された量の合計の割合 

＜建設混合廃棄物排出率＞ 

・全建設廃棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合 

＜建設発生土有効利用率＞ 

・建設発生土発生量に対する現場内利用およびこれまでの工事間利用等に適正

に盛土された採石場跡地復旧や農地受入等を加えた有効利用量の合計の割合 

 

 

 

表２－１ 令和６年度のリサイクル率達成基準値 

対 象 品 目 
実績値 

Ｈ３０年度 

達成基準値 

Ｒ６年度 

建 設 廃 棄 物 

 

再資源化・ 

縮減率 
９８.８％ ９９％以上 

 アスファルト・ 

コンクリート塊 再資源化率 
１００.０％ ９９％以上 

コンクリート塊 ９９．９％ ９９％以上 

建設発生木材 

 

再資源化・ 

縮減率 
９７．０％ ９７％以上 

建設汚泥 

 

再資源化・ 

縮減率 
９５．５％ ９０％以上 

建設混合廃棄物 再資源化・ 

縮減率 

（参考値） 

５６．３％ ― 

排出率 ０．５％ 
３．０％以

下 

建 設 発 生 土 有効利用率 ７３．１％ ８０％以上 

注：各品目の達成基準値の定義は、次のとおり。 

＜再資源化率＞ 

・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用された量

の合計の割合 

＜再資源化・縮減率＞ 

・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間利用

された量の合計の割合 

＜建設混合廃棄物排出率＞ 

・全建設廃棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合 

＜建設発生土有効利用率＞ 

・建設発生土発生量に対する現場内利用およびこれまでの工事間利用等に適正に盛

土された採石場跡地復旧や農地受入等を加えた有効利用量の合計の割合 

最新の計画（建設リサイクル

推進計画 2020～質を重視す

るリサイクルへ～）の東北地

方の達成基準値と同様の達成

基準値を設定した。 
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章 章タイトル 

 

現行条文 新条文 改定理由 

3 建設リサイクル推進行

動計画の基本方針 

③適正処理の推進 

建設汚泥、建設混合廃棄物、建設発生木材は、再資源化施設が県内の全域

では整備されていないため、その全量をリサイクルすることは困難となっ

ている。 

建設汚泥、建設混合廃棄物は、再資源化施設が県内の全域では整備されてい

ないため、地域によってはその全量をリサイクルすることが困難となってい

る。 

現況にあわせ修正する。 

4 建設リサイクル推進行

動計画の具体的方策 

4-1 発注者としての責

務の徹底 

（2）建設副産物再利用

の情報交換 

公共工事土量調査の実施により、官民一体となった発生土の相互有効利用

のマッチングを強化するための全国版「建設発生土の試行マッチング」に

取り組み、建設発生土情報の共有化を図る。 
 

公共工事土量調査の実施により、建設発生土の情報を建設発生土の官民有効利

用マッチングシステムに土量データを掲載し、情報の共有化を図る。 
 

現況にあわせ修正する。 

4 建設リサイクル推進行

動計画の具体的方策 

4-1 発注者としての責

務の徹底 

（5）建設副産物の適正

処理の徹底 

仕様書等で受入（処理）場所、時間、距離等の明示 仕様書等で工事現場から受入（処理）場所への距離等の明示 現在の明示方法にあわせ修正

する。 

4 建設リサイクル推進行

動計画の具体的方策 

4-1 発注者としての責

務の徹底 

（6）建設廃棄物の適正

処理の確認 

不法投棄を防止する観点から、マニフェスト（廃棄物処理法第１２

条の３）による確認を徹底する。 
不法投棄を防止する観点から、マニフェスト（廃棄物処理法第１２条の３）に

より建設廃棄物の適正処理の確認を徹底する。 

説明を追加する。 

 建設リサイクル推進行

動計画の具体的方策 

4-2 受注者への指導 

（3）工事段階における

実施事項 

処理方法の徹底 
・建設廃棄物の処理を委託する場合は、運搬と処分について、それぞれの

許可業者と委託契約（書面）を行ったうえ、マニフェストによる確認を行

い、５年間保管する。 
 

適切な処理委託方法の徹底 
・建設廃棄物の処理を委託する場合は、運搬と処分について、それぞれの許可

業者と書面による委託契約を締結し、許可証の写しを添付した上で契約期間終

了後５年間保存する。 
・マニフェストによる適正処理の確認を行い、交付日から５年間保存する。 
 

説明を追加する。 


